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平成２７年７月２４日  

総務部市町村振興課  

 

平成２７年度普通交付税等の算定状況（高知県内市町村分）等について（概要） 

 

１ 算定状況（当初算定ベース比較）     

（１）決定額 

ア 普通交付税          １２７，０１０百万円 

（前年度比 ＋０．１％（＋１２４百万円）、全国市町村 △０．５％） 

 

イ 臨時財政対策債         １４，６５７百万円 

（前年度比 △６．５％（△１，０１７百万円）、全国市町村 △１１．３％） 

 

ウ 普通交付税＋臨時財政対策債  １４１，６６７百万円 

（前年度比 △０．６％（△８９３百万円）、全国市町村 △３．０％） 

 

（２）基準財政需要額（臨時財政対策債振替前・縮減※後） 

２１７，３８６百万円（前年度比 ＋１．４％（＋３，０５１百万円）、全国市町村 ＋１．１％） 

    ・地方財政計画に計上された「まち・ひと・しごと創生事業費」（１兆円）に対応し、既存の「地 

域の元気創造事業費」（４，０００億円、うち１００億円は特別交付税）に加えて、新たな費目

「人口減少等特別対策事業費」（６，０００億円）が設けられたことによる増 

    ・社会保障の充実分や公共施設等の維持補修費に要する経費が増額 

    ・歳出特別枠（地域経済活性化・雇用等対策費）の一部を「まち・ひと・しごと創生事業費」と維 

     持補修費に振り替えたことにより、関係費目の単位費用が減 

     ※縮減とは、合併算定替の特例期間終了に伴い、激変緩和措置として、基準財政需要額が段階的に減少し

ていくこと。平成２７年度は３市町が対象となる。 

 

（３）基準財政収入額 

７５，４８９百万円（前年度比 ＋５．４％（＋３，８７１百万円）、全国市町村 ＋４．０％） 

    ・地方消費税率引上げ分の平年度化に伴う地方消費税交付金の増 

   

 

（４）今年度の算定結果 

   普通交付税額は、前年度当初算定比＋０．１％（１２４百万円の増）、普通交付税額に臨時財政対策

債を加えた額は、前年度当初算定比△０．６％（８９３百万円の減）の１４１，６６７百万円で、前年

比で減少となったが、全国平均の減少幅より小さくなっている。 

 

＜県内市町村における実質的な普通交付税の増減状況＞ 

前年度より増加した団体  ２７団体（２６年度は ３団体） 

前年度より減少した団体   ７団体（２６年度は３１団体） 

 ※実質的な普通交付税＝普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額 
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平成27年度 対前年度伸率 平成27年度 対前年度伸率

個別算定経費
（c、d、e､ｆ除く）　a

167,980 △ 0.2 147,444 △ 1.1

包括算定経費　b 27,681 0.7 27,224 0.5

地域経済・雇用対策費　c 2,396 △ 16.8 4,524 △ 16.2

地域の元気創造事業費　d 2,783 10.9 3,243 6.7

人口減少等特別対策事業費ｅ 3,744 皆増 5,318 皆増

公債費等　ｆ 28,298 △ 2.8 29,634 △ 0.4

232,882 1.1 217,386 1.4

19,327 △ 11.3 14,657 △ 6.5

213,556 2.4 202,729 2.0

139,523 4.0 75,489 5.4

74,033 △ 0.4 127,240 0.2

73,790 △ 0.5 127,010 0.1

93,116 △ 3.0 141,667 △ 0.6

（注）
１　本表で用いる数値は、特に注記がない限り当初算定ベースのものである。
２　「全国（市町村）」は、平成27年度の財源不足団体について、対前年度（当初算定）との伸率を算出して
いる。
　  「交付基準額」、「普通交付税額」、「普通交付税額＋臨時財政対策債」については、前年度（当初算定）
の実績に対する伸率である。
３　交付基準額と普通交付税額との差額は調整額である。
４　「公債費等」には錯誤措置額と縮減額、「基準財政収入額」には錯誤措置額を含む。
５　縮減額は、合併算定替の特例期間が終了したことに伴う３市町の縮減額の合算である。
６　各数値は、それぞれ表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

平成27年度　総括表（普通交付税、臨時財政対策債発行可能額）

区分

全国（市町村）（単位：億円、％） 県内市町村（単位：百万円、％）

基
準
財
政
需
要
額

臨時財政対策債
振替相当額　h

臨時財政対策債振替後
基準財政需要額 g-h  i

基準財政収入額　j

交付基準額　i-j　

普通交付税額　k

普通交付税額＋臨時財政対策債
k+h

臨時財政対策債振替前
基準財政需要額（a+b+c+d+e+f）g
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２ 今年度の算定結果の特徴     

 

（１）基準財政需要額（臨時財政対策債振替後） ＋２．０％（全国市町村 ＋２．４％）   

うち公債費等  △０．４％（全国市町村 △２．８％） 

 

ア 「まち・ひと・しごと創生事業費」の創設 

   ①地域の元気創造事業費   ３，２４３百万円（前年度比 ＋６．７％（＋２０３百万円）） 

   ②人口減少等特別対策事業費 ５，３１８百万円（前年度比 皆増） 

 

     地方財政計画に計上された「まち・ひと・しごと創生事業費」（１兆円）に対応し、既存の「地 

域の元気創造事業費」（４，０００億円、うち１００億円は特別交付税）に加えて、新たな費目「人

口減少等特別対策事業費」（６，０００億円）が設けられたことによる増 

 「地域の元気創造事業費」については、昨年度に引き続き、人口を基本とした上で、各地方公共

団体の行革努力分や地域経済活性化の成果を反映して算定 

 「人口減少等特別対策事業費」については、人口を基本とした上で、まち・ひと・しごと創生の

「取組の必要度」や「取組の成果」を反映して算定 

     

 

  イ 地域経済・雇用対策費の減 

     ４，５２４百万円（前年度比 △１６．２％（△８７２百万円）） 

      単位費用の減少(※1)（1,700円→1,410円（△17.1％））に伴う減 

      ただし、経常態容補正係数(※2)の上限値が9.0から10.0に引き上げられたことにより、北川

村、馬路村、大川村では減少幅が緩やかになっている。 

 

      ※1 財源の一部を地方財政計画に新たに計上された「まち・ひと・しごと創造事業費」と維持補修費等に振り替え 

たことによる減 

      ※2 地域経済の活性化、雇用機会の創出に加え、高齢者の生活支援など住民ニーズに対応した行政サービスを展開

するために必要な経費について、当該団体の１人当たり農業産出額、１人当たり製造品出荷額、自主財源比率、

人口密度及び高齢者人口比率の指標により、全国平均と比して、経費の割増し又は割落としを行う係数 

 

  

 地域の元気創造事業費 人口減少等特別対策事業費 

市町村算定分 約2,925億円 約4,000億円 

本県算定額 32.4億円 
53.2億円 

（人口１人当たり算定額 全国第１位） 
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ウ 社会保障関係費の増 

    保健衛生費：国民健康保険に係る保険料軽減制度の拡充等、消費税・地方消費税率の引き上げに伴 

う社会保障の充実分の増 

   １３，８７０百万円（前年度比 ＋１．６％（＋２１８百万円）） 

    高齢者保健福祉費：後期高齢者医療給付費負担金の増 

             １０，８６８百万円（前年度比 ＋２．３％（＋２４１百万円）） 

 

エ 包括算定経費（人口）の増 

     ２２，２８１百万円（前年度比 ＋０．８％（＋１８７百万円）） 

      地方財政計画上の維持補修費の見直し等による単位費用の増（19,980円→20,180円（＋1.0％）） 

 

 

（２）基準財政収入額 ＋５．４％（全国市町村 ＋４．０％） 

 

  ア 地方消費税交付金の増 

１０，６１４百万円（前年度比 ＋５４．０％（＋３，７２２百万円）） 

      地方消費税率引上げ分の平年度化に伴う地方消費税交付金の増 

     

  イ 市町村民税（法人税割）の増 

     ３，１２９百万円（前年度比 ＋１６．７％（＋４４８百万円）） 

      企業業績の回復等による増 

    

  ウ 固定資産税の減 

     ２６，２６１百万円（前年度比 △１．９％（△５１４百万円）） 

      太陽光発電設備に係る償却資産分の増はあるものの、地価の下落及び評価替えにより土

地・家屋分の評価額が減少したことに伴う固定資産税の減 

 

  エ 市町村たばこ税の減 

     ４，０１８百万円（前年度比 △２．４％（△９７百万円）） 

      健康志向の高まりや消費増税の影響による売渡し本数の減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問い合わせ先） 

 総務部市町村振興課  

財政担当チーフ  濱口 

税政担当チーフ  宗石 

交付税担当    近澤（需要）、浜田（収入） 

 

 

（電話：088-823-9312） 
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伸び率 伸び率 （発行可能額） 伸び率 伸び率 伸び率 （決定額） 伸び率 （発行可能額） 伸び率 伸び率

H11 885,316 1.6 196,124 16.4 196,124 16.4 424,468 5.3 134,256 3.1 134,256 3.1

H12 889,300 0.5 201,222 2.6 201,222 2.6 411,574 ▲ 3.0 135,024 0.6 135,024 0.6

H13 893,071 0.4 191,288 ▲ 4.9 14,488 皆増 205,776 2.3 403,308 ▲ 2.0 127,352 ▲ 5.7 5,682 皆増 133,034 ▲ 1.5

H14 875,666 ▲ 1.9 183,722 ▲ 4.0 32,261 122.7 215,983 5.0 386,157 ▲ 4.3 121,534 ▲ 4.6 12,300 116.5 133,834 0.6

H15 862,107 ▲ 1.5 169,851 ▲ 7.5 58,696 81.9 228,547 5.8 380,785 ▲ 1.4 114,670 ▲ 5.6 21,107 71.6 135,777 1.5

H16 846,669 ▲ 1.8 158,729 ▲ 6.5 41,905 ▲ 28.6 200,634 ▲ 12.2 374,499 ▲ 1.7 114,015 ▲ 0.6 15,109 ▲ 28.4 129,124 ▲ 4.9

H17 837,687 ▲ 1.1 158,838 0.1 32,231 ▲ 23.1 191,069 ▲ 4.8 367,589 ▲ 1.8 117,156 2.8 11,650 ▲ 22.9 128,806 ▲ 0.2

H18 831,508 ▲ 0.7 149,527 ▲ 5.9 29,072 ▲ 9.8 178,599 ▲ 6.5 360,812 ▲ 1.8 116,453 ▲ 0.6 10,326 ▲ 11.4 126,779 ▲ 1.6

H19 831,261 ▲ 0.0 142,903 ▲ 4.4 26,300 ▲ 9.5 169,203 ▲ 5.3 359,690 ▲ 0.3 115,997 ▲ 0.4 9,367 ▲ 9.3 125,364 ▲ 1.1

H20 834,014 0.3 144,816 1.3 28,332 7.7 173,148 2.3 363,738 1.1 120,281 3.7 8,773 ▲ 6.3 129,054 2.9

H21 825,557 ▲ 1.0 148,710 2.7 51,486 81.7 200,196 15.6 361,542 ▲ 0.6 123,456 2.6 13,615 55.2 137,071 6.2

H22 821,268 ▲ 0.5 158,797 6.8 77,069 49.7 235,866 17.8 372,398 3.0 130,956 6.1 19,228 41.2 150,184 9.6

H23 825,054 0.5 163,309 2.8 61,593 ▲ 20.1 224,902 ▲ 4.6 379,581 1.9 130,162 ▲ 0.6 15,386 ▲ 20.0 145,548 ▲ 3.1

H24 818,647 ▲ 0.8 164,073 0.5 61,333 ▲ 0.4 225,406 0.2 380,122 0.1 130,149 ▲ 0.0 15,521 0.9 145,670 0.1

H25 819,154 0.1 160,387 ▲ 2.2 62,132 1.3 222,519 ▲ 1.3 392,530 3.3 129,631 ▲ 0.4 16,220 4.5 145,851 0.1

H26 833,607 1.8 168,855 ▲ 1.0 55,952 ▲ 9.9 214,676 ▲ 3.5 412,026 4.3 126,886 ▲ 2.1 15,674 ▲ 3.4 142,560 ▲ 2.3

H27 852,710 2.3 167,548 ▲ 0.8 45,250 ▲ 19.1 212,798 ▲ 0.9 427,266 3.7 127,010 0.1 14,657 ▲ 6.5 141,667 ▲ 0.6

注）1　 県内市町村の普通交付税総額は、H26までは最終交付ベース、H27は当初算定ベース。県内市町村の臨時財政対策債は、発行可能額。

注）2　 「地方全体（地方財政計画）」のH24年度以降は、地方財政計画のうち「通常収支分」。

注）3　 表示単位未満を四捨五入し、「普通交付税＋臨財債合計」は当該四捨五入後の数値を単純合計している。

普　通　交　付　税　の　推　移

地方財政計画総額

地方全体（地方財政計画）（単位：億円、％） 県内市町村の状況（単位：百万円、％）

普通交付税＋臨財債合計臨時財政対策債普通交付税総額当初予算の規模普通交付税＋臨財債合計臨時財政対策債普通交付税総額

196,124 
201,222 

205,776 

215,983 

228,547 

200,634 

191,069 

178,599 

169,203 
173,148 

200,196 

235,866 

224,902 225,406 222,519 

214,676 212,798 

134,256 135,024 
133,034 133,834 

135,777 

129,124 128,806 
126,779 

125,364 

129,054 

137,071 

150,184 

145,548 145,670 145,851 

142,560 141,667 

110,000 

115,000 

120,000 

125,000 

130,000 

135,000 

140,000 

145,000 

150,000 

155,000 

150,000 

170,000 

190,000 

210,000 

230,000 

250,000 

270,000 

290,000 

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

年度

実質的な交付税（普通交付税＋臨時財政対策債）の推移

地方全体（地方財政計画） 県内市町村

地
方
全
体
（億
円
）

県
内
市
町
村
（百
万
円
）



 

6 

 

(単位：百万円、％）

需要 収入 普交 臨財債 普交＋臨財債計 需要 収入 普交 臨財債 普交＋臨財債計 需要 収入 普交 臨財債 普交＋臨財債計 需要 収入 普交 臨財債 普交＋臨財債計 需要 収入 普交 臨財債 計

A B C D E=C+D F G H I J=H+I K=A-F L=B-G M=C-H N=D-I O=E-J K/F Ｌ/G M/H N/I O/J

高知市 71,260 38,020 27,032 6,134 33,166 72,499 36,095 29,447 6,906 36,353 72,499 36,095 29,499 6,906 36,405 ▲ 1,239 1,925 ▲ 2,414 ▲ 772 ▲ 3,187 ▲ 1.7 5.3 ▲ 8.2 ▲ 11.2 ▲ 8.8 高知市

室戸市 5,251 1,090 3,881 275 4,155 5,096 1,026 3,779 287 4,066 5,096 1,026 3,783 287 4,070 155 64 101 ▲ 12 89 3.0 6.2 2.7 ▲ 4.3 2.2 室戸市

安芸市 6,237 1,714 4,156 360 4,516 6,153 1,610 4,159 379 4,538 6,153 1,610 4,164 379 4,543 84 105 ▲ 3 ▲ 19 ▲ 22 1.4 6.5 ▲ 0.1 ▲ 5.1 ▲ 0.5 安芸市

南国市 9,936 5,335 3,744 847 4,591 9,652 5,092 3,667 886 4,553 9,652 5,092 3,674 886 4,560 284 243 77 ▲ 39 38 2.9 4.8 2.1 ▲ 4.4 0.8 南国市

土佐市 6,869 2,354 4,084 424 4,508 6,690 2,208 4,035 442 4,477 6,690 2,208 4,040 442 4,482 180 147 49 ▲ 18 31 2.7 6.6 1.2 ▲ 4.2 0.7 土佐市

須崎市 6,798 2,512 3,837 443 4,280 6,691 2,397 3,823 466 4,289 6,691 2,397 3,828 466 4,294 107 115 14 ▲ 23 ▲ 10 1.6 4.8 0.4 ▲ 5.0 ▲ 0.2 須崎市

宿毛市 6,389 2,041 3,947 394 4,341 6,095 1,957 3,738 395 4,133 6,095 1,957 3,742 395 4,138 295 84 210 ▲ 1 208 4.8 4.3 5.6 ▲ 0.3 5.0 宿毛市

土佐清水市 5,135 1,217 3,632 280 3,913 5,045 1,116 3,631 294 3,925 5,045 1,116 3,635 294 3,929 91 101 2 ▲ 14 ▲ 12 1.8 9.0 0.0 ▲ 4.6 ▲ 0.3 土佐清水市

四万十市 11,527 3,470 7,320 725 8,044 11,193 3,295 7,141 748 7,890 11,193 3,295 7,150 748 7,898 334 175 178 ▲ 24 155 3.0 5.3 2.5 ▲ 3.2 2.0 四万十市

香南市 10,734 2,958 7,142 623 7,764 10,712 2,809 7,219 676 7,895 10,712 2,809 7,227 676 7,902 22 149 ▲ 77 ▲ 53 ▲ 130 0.2 5.3 ▲ 1.1 ▲ 7.9 ▲ 1.6 香南市

香美市 9,563 2,402 6,596 554 7,150 9,526 2,281 6,653 585 7,237 9,526 2,281 6,660 585 7,244 37 121 ▲ 56 ▲ 31 ▲ 87 0.4 5.3 ▲ 0.8 ▲ 5.3 ▲ 1.2 香美市

東洋町 1,569 187 1,305 75 1,381 1,463 168 1,221 74 1,294 1,463 168 1,222 74 1,295 106 19 85 2 86 7.3 11.4 6.9 2.6 6.7 東洋町

奈半利町 1,647 284 1,279 82 1,361 1,543 264 1,197 80 1,278 1,543 264 1,198 80 1,279 104 20 82 2 83 6.7 7.5 6.8 2.1 6.5 奈半利町

田野町 1,365 241 1,050 73 1,123 1,272 234 967 70 1,037 1,272 234 968 70 1,038 93 7 83 3 85 7.3 3.2 8.5 3.7 8.2 田野町

安田町 1,520 218 1,224 77 1,300 1,446 206 1,162 76 1,238 1,446 206 1,163 76 1,240 74 11 61 1 62 5.1 5.5 5.3 0.7 5.0 安田町

北川村 1,232 185 982 63 1,045 1,166 183 921 62 983 1,166 183 922 62 984 66 3 61 1 63 5.6 1.4 6.7 2.0 6.4 北川村

馬路村 1,094 140 899 53 953 1,033 128 852 53 905 1,033 128 853 53 905 61 12 48 1 48 5.9 9.6 5.6 1.1 5.3 馬路村

芸西村 1,727 386 1,243 96 1,339 1,631 367 1,168 94 1,263 1,631 367 1,169 94 1,264 97 19 75 1 77 5.9 5.3 6.4 1.5 6.1 芸西村

本山町 2,227 312 1,800 113 1,913 2,157 302 1,740 114 1,853 2,157 302 1,741 114 1,855 70 9 61 ▲ 1 60 3.2 3.1 3.5 ▲ 0.9 3.2 本山町

大豊町 2,804 435 2,224 143 2,367 2,692 405 2,141 144 2,285 2,692 405 2,143 144 2,287 113 30 83 ▲ 1 82 4.2 7.4 3.9 ▲ 0.6 3.6 大豊町

土佐町 2,334 439 1,767 125 1,892 2,257 425 1,704 126 1,831 2,257 425 1,706 126 1,832 77 15 63 ▲ 1 62 3.4 3.4 3.7 ▲ 1.0 3.4 土佐町

大川村 738 71 632 35 667 711 66 609 36 645 711 66 610 36 645 27 5 23 ▲ 1 22 3.8 7.5 3.7 ▲ 2.7 3.4 大川村

いの町 8,249 2,402 5,302 537 5,839 7,699 2,299 4,881 513 5,394 7,699 2,299 4,887 513 5,400 550 102 421 23 444 7.1 4.4 8.6 4.5 8.2 いの町

仁淀川町 4,499 605 3,664 225 3,889 4,364 582 3,549 229 3,779 4,364 582 3,552 229 3,782 135 23 115 ▲ 5 110 3.1 4.0 3.2 ▲ 2.0 2.9 仁淀川町

中土佐町 3,740 564 2,984 188 3,172 3,611 520 2,898 190 3,089 3,611 520 2,901 190 3,091 128 44 86 ▲ 3 83 3.6 8.4 3.0 ▲ 1.5 2.7 中土佐町

佐川町 3,833 1,114 2,493 222 2,715 3,811 1,045 2,526 237 2,763 3,811 1,045 2,529 237 2,766 21 69 ▲ 33 ▲ 16 ▲ 49 0.6 6.6 ▲ 1.3 ▲ 6.6 ▲ 1.8 佐川町

越知町 2,681 479 2,057 142 2,199 2,547 469 1,937 140 2,077 2,547 469 1,938 140 2,079 133 10 120 2 122 5.2 2.2 6.2 1.4 5.9 越知町

梼原町 3,069 332 2,589 145 2,734 3,029 318 2,559 150 2,708 3,029 318 2,561 150 2,711 41 14 30 ▲ 4 26 1.3 4.4 1.2 ▲ 2.9 0.9 梼原町

日高村 1,918 502 1,305 110 1,414 1,849 484 1,256 108 1,364 1,849 484 1,257 108 1,365 69 18 49 2 50 3.7 3.6 3.9 1.6 3.7 日高村

津野町 3,729 502 3,039 183 3,222 3,616 452 2,974 187 3,162 3,616 452 2,977 187 3,164 113 51 65 ▲ 4 61 3.1 11.2 2.2 ▲ 2.2 1.9 津野町

四万十町 8,682 1,571 6,646 456 7,102 8,559 1,506 6,573 474 7,047 8,559 1,506 6,580 474 7,053 124 65 73 ▲ 17 55 1.4 4.3 1.1 ▲ 3.7 0.8 四万十町

大月町 2,697 389 2,173 132 2,305 2,594 365 2,094 133 2,227 2,594 365 2,096 133 2,229 103 24 79 ▲ 1 78 4.0 6.6 3.8 ▲ 0.7 3.5 大月町

三原村 1,224 123 1,041 58 1,100 1,176 118 999 58 1,057 1,176 118 999 58 1,058 48 5 43 0 43 4.1 4.5 4.3 0.0 4.0 三原村

黒潮町 5,108 895 3,940 267 4,207 4,757 828 3,665 260 3,925 4,757 828 3,669 260 3,929 351 67 275 7 282 7.4 8.1 7.5 2.6 7.2 黒潮町

都市計 149,699 63,113 75,371 11,057 86,428 149,350 59,885 77,292 12,064 89,356 149,350 59,885 77,401 12,064 89,465 349 3,228 ▲ 1,921 ▲ 1,007 ▲ 2,928 0.2 5.4 ▲ 2.5 ▲ 8.3 ▲ 3.3 都市計

町村計 67,687 12,375 51,639 3,600 55,238 64,985 11,733 49,594 3,610 53,203 64,985 11,733 49,642 3,610 53,252 2,702 643 2,045 ▲ 10 2,035 4.2 5.5 4.1 ▲ 0.3 3.8 町村計

県計 217,386 75,489 127,010 14,657 141,667 214,335 71,618 126,886 15,674 142,560 214,335 71,618 127,043 15,674 142,717 3,051 3,871 124 ▲ 1,017 ▲ 893 1.4 5.4 0.1 ▲ 6.5 ▲ 0.6 県計

※表示単位未満を四捨五入しているため、計が合わない箇所がある。

市町村名

平成27年度　市町村別普通交付税等の決定額

市町村名

27年度 26年度（当初決定額） 26年度（最終決定額） 増減額（当初決定額） 増減率（対当初決定額）
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県内市町村分の動向 

１ 交付決定額 

 (1) 普通交付税 

   127,010百万円 （前年度比 ＋124百万円、＋0.1％） 

   全国市町村△0.5％に比べて増加し、本県市町村で29団体が増加 

     ＜増加率の高い団体＞     ＜減少率の高い団体＞ 

     １ いの町  ＋8.6％     １ 高知市  △ 8.2％ 

     ２ 田野町  ＋8.5％     ２ 佐川町  △ 1.3％ 

     ３ 黒潮町  ＋7.5％     ３ 香南市  △ 1.1％  

  

 (2) 臨時財政対策債（発行可能額） 

   14,657百万円 （前年度比 △1,017百万円、△6.5％） 

   全国市町村△11.3％に比べて減少率が低く、本県市町村で増加は12団体 

     ＜増加率の高い団体＞     ＜減少率の高い団体＞ 

     １ いの町  ＋4.5％     １ 高知市  △11.2％ 

     ２ 田野町  ＋3.7％     ２ 香南市  △ 7.9％ 

     ３ 東洋町  ＋2.6％     ３ 佐川町  △ 6.6％ 

       黒潮町  ＋2.6％ 

 

 (3) 実質的な普通交付税（普通交付税＋臨時財政対策債） 

   141,667百万円 （前年度比 △893百万円、△0.6％） 

   全国市町村△3.0％に比べて減少率は低いが、本県市町村で7団体が減少 

     ＜増加率の高い団体＞     ＜減少率の高い団体＞ 

     １ 田野町  ＋8.2％     １ 高知市  △ 8.8％ 

     １ いの町  ＋8.2％     ２ 佐川町  △ 1.8％ 

     ３ 黒潮町  ＋7.2％     ３ 香南市  △ 1.6％  

 

２ 基準財政需要額の動向（臨時財政対策債振替後） 

   202,729百万円（錯誤額・縮減額※含む） 

   （前年度比 ＋4,068百万円、＋2.0％）［全国＋2.4％］  

※合併算定替の特例期間終了に伴い、基準財政需要額の減少の激変緩和期間に新たに入る３市町の縮減額を合算 

したもの（H27年度縮減額：204百万円） 

 

【県内市町村の需要額の主な増減要因】 

 

 (1) 「人口減少等特別対策事業費」の新設に伴う影響 

   本年度の算定では、各市町村が地方創生に取り組む経費として創設された「まち・ひと・しごと 

創生事業費」について、既存の「地域の元気創造事業費」に加えて、新たに「人口減少等特別対策

事業費費」が創設され、県内市町村で5,318百万円が算定されている。 

※人口一人当たりの算定額（6,957円／人）は全国一位 
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算式 ＝ 単位費用 × 測定単位（人口） × 段階補正 × （経常態容補正Ⅰ＋経常態容補正Ⅱ） 

 

   算定方法は、人口増減率、転入転出人口率、年少者人口率、自然増減率、若年者就業率、女性就業率

等の値を基礎とし、取組の「必要度分」と「成果分」が、それぞれ経常態容補正係数に反映され、人口

を基礎として算定されている。平成27年度算定においては、必要度分と成果分の割合を概ね５：１と

して算定されている。 

 

   ＜「必要度分」に係る経常態容補正係数Ⅰ＞ 上限値2.892 

     ※指標について現在の数値が低い団体の需要額を割増し 

    上位 ①大豊町 2.085（151,008千円）   下位 ①高知市 0.784（680,105千円） 

       ②東洋町 1.811（118,711千円）      ②香南市 0.785（127,401千円） 

       ③室戸市 1.686（186,238千円）      ③南国市 0.787（160,704千円） 

 

   ＜「成果分」に係る経常態容補正係数Ⅱ＞ 上限値0.342 

     ※全国の伸び率との差に応じて需要額を割増し 

    上位 ①大川村 0.296（ 6,205千円）    下位 ①南国市 0.120（24,504千円） 

       ②北川村 0.264（15,688千円）       ②須崎市 0.124（17,078千円） 

       ③馬路村 0.233（12,036千円）       ③安芸市 0.127（15,715千円） 

 

   ＜「必要度分」と「成果分」の合計＞   

    上位 ①大川村 28.905（40,392千円）   下位 ①高知市 0.680（793,924千円） 

       ②馬路村 20.715（71,346千円）      ②南国市 1.101（185,195千円） 

       ③北川村 17.287（80,345千円）      ③香南市 1.305（150,103千円） 

       ※数値は「必要度分」と「成果分」に段階補正係数を乗じたもの 
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 (2) 主な費目の増減 

 

  ○増加要因 

   ・保健衛生費     

    13,870百万円 （前年度比 ＋218百万円、＋1.6％） 

     国民健康保険に係る保険料軽減制度の拡充等、消費税・地方消費税率の引き上げに伴う社会保障

の充実分による単位費用の増 

     ＜主な増額団体＞高知市    前年度比 ＋197百万円、＋ 4.3％ 

             宿毛市    前年度比 ＋ 12百万円、＋ 3.7％ 

             四万十市   前年度比 ＋ 22百万円、＋ 3.6％ 

 

   ・高齢者保健福祉費（75歳以上） 

    10,868百万円 （前年度比 ＋240百万円、＋2.3％） 

     後期高齢者医療給付費負担金の増による単位費用の増 

     ＜主な増額団体＞全市町村 前年度比 ＋2.3％ 

 

  ○減少要因 

   ・地域経済・雇用対策費 

    4,524百万円 （前年度比 △872百万円、△16.2％） 

     単位費用の減 

     ＜主な減額団体＞三原村    前年度比 △ 31百万円、△24.0％ 

             田野町     前年度比 △  8百万円、△22.7％ 

東洋町     前年度比 △ 16百万円、△20.9％ 

 

   ・地域振興費（人口） 

    7,062百万円 （前年度比 △687百万円、△8.9％） 

     単位費用、事業費補正（元利償還金）の減 

     ＜主な減額団体＞須崎市    前年度比 △ 74百万円、△29.8％ 

             佐川町     前年度比 △ 35百万円、△24.4％ 

             越知町     前年度比 △ 17百万円、△17.5％ 

 

   ・社会福祉費 

    22,054百万円 （前年度比 △493百万円、△2.2％） 

     平成27年4月からの子ども・子育て支援新制度の創設に伴い、私立保育所の運営費等に係る中

核市の特例が廃止されたこと等による減 

     ＜主な減額団体＞高知市    前年度比 △873百万円、△  9.5％ 

             黒潮町     前年度比 △ 52百万円、△ 11.9％ 

             土佐清水市  前年度比 △ 52百万円、△  9.1％ 
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３ 基準財政収入額の動向 

   75,489百万円（錯誤額含む） 

   （前年度比 ＋3,871百万円、＋5.4％）［全国＋4.0％］  

 

【県内市町村の収入額の主な増減要因】 

 

 (1) 地方消費税交付金の増 

   10,614百万円（前年度比 ＋3,722百万円、＋54.0％） 

    地方消費税率引上げ分の平年度化に伴う地方消費税交付金の増 

    本県全市町村で増 

 

 (2) 市町村民税（法人税割）の増 

    3,129百万円（前年度比 ＋448万円、＋16.7％） 

    企業業績の回復等による増 

    伸び率は各市町村間でのばらつきはあるものの、11市は全て増 

 

 (3) 固定資産税の減 

   26,261百万円（前年度比 △514百万円、△1.9％） 

    太陽光発電設備に係る償却資産分の増はあるものの、地価の下落及び評価替えにより土地・家屋分

の評価額が減少したことに伴う固定資産税の減 

    本県市町村で26団体が減 

 

 (4) 市町村たばこ税の減 

    4,018百万円（前年度比 △97百万円、△2.4％） 

    健康志向の高まりや消費増税の影響による売渡し本数の減 

    本県市町村で32団体が減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


